
　

全
世
界
的
に
広
が
っ
た
Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ｉ
Ｄ

－

19
に
よ
る

人
々
の
生
活
様
相
の
多
様
化
や
企
業
活
動
に
お
け
る

デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｄ
Ｘ
）の

急
速
な
進
展
が
見
ら
れ
る
中
、
２
０
５
０
年
ま
で
の

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル（
Ｃ
Ｎ
）宣
言
は
「
気
候
変

動
問
題
の
解
決
な
く
し
て
、
経
済
発
展
は
あ
り
え
な

い
」
と
い
う
大
き
な
マ
イ
ン
ド
チ
ェ
ン
ジ
を
産
業
界

に
迫
っ
て
い
る
。
東
京
大
学
と
日
立
製
作
所
は
、
２

０
１
６
年
６
月
に
、
産
業
界
と
大
学
が
よ
り
良
い
社

会
を
実
現
す
る
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
を
共
有
し
、
そ
の

実
現
の
た
め
に
何
を
す
べ
き
か
か
ら
始
め
て
ス
ケ
ー

ル
の
大
き
な
課
題
に
組
織
対
組
織
で
取
り
組
む
「
産

学
協
創
」
の
新
た
な
ス
キ
ー
ム
の
も
と
「
日
立
東
大

ラ
ボ
」
を
設
置
し
、
特
に
電
力
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る

検
討
を
進
め
て
き
た
。

提
言
書
の
内
容

　

Ｃ
Ｎ
達
成
の
た
め
に
は
、
社
会
全
体
の
構
造
改
革

が
必
要
で
あ
り
、
そ
こ
で
は
様
々
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
の
複
数
の
選
択
肢
を
持
っ
た
合
意
形
成
が
重

要
で
あ
る
。
日
立
東
大
ラ
ボ
で
は
、Society 5.0

を

支
え
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
将
来
に
関
し
て
、

技
術
的
、
社
会
・
制
度
的
課
題
の
抽
出
と
、
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
合
意
形
成
を
含
む
社
会
変
革
の
ト

ラ
ン
ジ
ッ
シ
ョ
ン
戦
略
に
対
す
る
問
題
意
識
の
共
有

を
目
指
し
て
、
第
３
版
の
提
言
「Society 5.0

を
支

え
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
実
現
に
向
け
て
」
を

２
０
２
１
年
１
月
18
日

（
注
１
）に
公
開
し
た
。

　

２
０
１
９
年
４
月
に
公
開
し
た
前
回
の
提
言
書

（
注
２
）で

は
、
パ
リ
協
定
に
お
け
る
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
目
標
を

踏
ま
え
て
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ナ
リ
オ
の
定
量
化
を

課
題
に
据
え
た
。
今
回
の
提
言
書
で
は
、
Ｃ
Ｎ
宣
言

を
踏
ま
え
て
、
技
術
的
課
題
の
明
確
化
と
対
策
案
の

提
示
、
さ
ら
に
大
規
模
な
構
造
変
化
を
伴
う
社
会
の

移
行
戦
略
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
。

　

Ｃ
Ｎ
実
現
に
あ
た
っ
て
は
、
電
力
シ
ス
テ
ム
の
み

な
ら
ず
、
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
用
す
る
非
電
化
セ

ク
タ
ー
も
含
め
た
社
会
全
般
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ

ム
を
包
括
的
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
さ
ら
に
２

０
５
０
年
に
は
、
人
々
の
価
値
観
や
ラ
イ
フ
ス
タ
イ

ル
を
は
じ
め
と
し
て
、
社
会
変
革
も
見
据
え
る
こ
と

が
欠
か
せ
な
い
。
第
３
版
の
主
な
内
容
は
以
下
の
通

り
で
あ
る
。

⑴
地
域
社
会
に
お
け
る
挑
戦　

　

Ｃ
Ｎ
宣
言
に
加
え
て
、
近
年
の
災
害
の
頻
発
化
・

激
甚
化
や
Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ｉ
Ｄ

－

19
の
世
界
的
な
流
行
を
受

け
、エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
と
ス
マ
ー
ト
化
、レ
ジ

リ
エ
ン
ス
確
保
を
加
速
す
る
必
要
が
あ
る
。
具
体
的

に
は
Ｅ
Ｖ
充
電
の
調
整
力
価
値
を
市
場
取
引
に
顕
在

化
さ
せ
る
だ
け
で
な
く
、水
素
・
新
燃
料
の
製
造
・
流

通
・
利
用
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た

エ
ネ
ル
ギ
ー
デ
ー
タ
の
公
益
的
な
活
用
も
課
題
に
な
る
。

⑵
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
幹
シ
ス
テ
ム
を
支
え
る
枠
組
み　

　

Ｃ
Ｎ
社
会
で
は
水
素
や
新
燃
料
製
造
に
必
要
な
エ

ネ
ル
ギ
ー
も
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
電
源
で
供
給
さ
れ
る

必
要
が
あ
る
。
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
消
費
電

力
急
増
も
危
惧
さ
れ
る
中
、
地
域
偏
在
す
る
再
エ
ネ

東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院
院
長

大おおは
し橋 

弘ひろし

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
た

日
立
東
大
ラ
ボ
か
ら
の
提
言

─
Ｎ
Ｄ
Ｃ
達
成
に
求
め
ら
れ
る
異
次
元
の
取
り
組
み　
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特集 2050年カーボンニュートラルに向けたエネルギー・気候変動政策

₂
₀
₃
₀
年
46
％
減
へ
求
め
ら
れ
る

異
次
元
の
取
り
組
み

　

米
国
バ
イ
デ
ン
大
統
領
の
肝
い
り
と
さ
れ
た
気
候

変
動
サ
ミ
ッ
ト
が
開
幕
さ
れ
た
４
月
22
日
に
お
い
て
、

主
要
国
が
２
０
３
０
年
に
向
け
た
温
室
効
果
ガ
ス
の

排
出
削
減
目
標（
Ｎ
Ｄ
Ｃ
）を
打
ち
出
し
、
我
が
国
は

２
０
１
３
年
度
比
で
46
％
減
へ
、
約
20
％
ポ
イ
ン
ト

引
き
上
げ
た
目
標
を
表
明
し
た
。
平
地
面
積
当
た
り

の
再
エ
ネ
発
電
量
で
、
我
が
国
が
世
界
第
２
位
の
ド

メ
ー
キ
ン
グ
に
国
益
を
し
っ
か
り
反
映
さ
せ
る
取
り

組
み
が
求
め
ら
れ
る
。

⑷
統
合
的
な
シ
ス
テ
ム
転
換
へ
の
シ
ナ
リ
オ
作
成
の
必
要
性

　

こ
れ
ま
で
野
心
的
と
さ
れ
た
水
準
を
超
え
て
、
大

規
模
か
つ
急
速
な
脱
炭
素
化
の
推
進
を
必
要
と
さ
れ

る
中
、
社
会
・
公
共
・
民
間
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る
変

化
を
構
造
・
ア
ク
タ
ー
・
意
思
決
定
と
い
う
３
つ
の

側
面
に
基
づ
い
て
分
析
す
べ
き
だ
。
日
立
東
大
ラ
ボ

の
独
自
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
従
い
、
バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
テ

ィ
ン
グ
に
基
づ
く
移
行
戦
略
を
検
討
す
る
。

　

こ
の
ほ
か
に
も
、
提
言
書
で
は
産
学
官
が
連
携
す

る
横
断
的
な
人
財
育
成
の
重
要
性
に
も
触
れ
て
い
る
。

比
率
の
拡
大
は
、
基
幹
シ
ス
テ
ム
の
増
強
で
対
応
す

る
の
で
は
な
く
、
既
設
イ
ン
フ
ラ
も
最
大
限
活
用
し

て
需
要
計
画
も
含
め
た
社
会
全
体
で
全
体
設
計
を
す

べ
き
で
あ
る
。

⑶
挑
戦
と
変
革
に
向
け
た
制
度
・
政
策
の
あ
り
方　

　

長
期
シ
ナ
リ
オ
や
技
術
選
択
の
評
価
に
お
い
て
Ｅ

Ｂ
Ｐ
Ｍ（
エ
ビ
デ
ン
ス
を
重
視
し
た
政
策
立
案
）を
定

着
・
浸
透
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
電
力
シ
ス

テ
ム
改
革
に
お
い
て
確
立
し
た
市
場
原
理
を
踏
ま
え

つ
つ
、
安
定
供
給
を
主
軸
と
し
た
「
Ｓ
＋
３
Ｅ
」
の

全
体
最
適
が
達
成
さ
れ
て
い
る
か
を
改
め
て
見
直
す

べ
き
だ
。
ま
た
国
境
調
整
を
含
む
国
際
的
な
ル
ー
ル

︵
注
₁
︶詳
細
はhttp://w

w
w

.ht-lab.ducr.u-tokyo.ac.jp/w
p-content/

uploads/₂₀₂₁/₀₃/c₅ddff₂₃₃c₈d₁e₈₂₅bb₅₃₉₉₉₃₄₄dcc₆₂.
pdf

（
提
言
書
前
半
）、http://w

w
w

.ht-lab.ducr.u-tokyo.ac.
jp/w

p-content/uploads/₂₀₂₁/₀₃/₉ab₉ec₇a₄₁₅a₆fea₉c
₇₂bd₈ab₆₉c₁₁e₂-₂.pdf

（
提
言
書
後
半
）を
参
照
。

︵
注
₂
︶詳
細
は
、月
刊
経
団
連
２
０
１
９
年
₈
月
号
吉
村
忍「Society ₅.₀

を
支
え
る
電
力
シ
ス
テ
ム
の
実
現
に
向
け
て（
日
立
東
大
ラ
ボ

の
提
言
か
ら
）」（
ｐ
₃₈
～
₄₀
）を
参
照
。

イ
ツ
を
１
・
５
倍
ほ
ど
も
上
回
る
世
界
最
大
の
水
準

に
ま
で
普
及
が
進
ん
で
い
る
点
を
念
頭
に
置
き
な
が

ら
、
経
済
成
長
を
維
持
し
つ
つ
温
室
効
果
ガ
ス
を
削

減
す
る
方
策
を
速
や
か
に
検
討
す
べ
き
時
に
来
て
い

る
。

　

Ｎ
Ｄ
Ｃ
を
必
達
と
す
る
が
あ
ま
り
、
産
業
構
造
の

無
秩
序
な
転
換
や
不
必
要
な
空
洞
化
を
招
く
よ
う
で

は
地
域
経
済
や
国
内
雇
用
へ
の
影
響
は
計
り
知
れ
な

い
。
地
球
温
暖
化
対
策
と
は
国
際
的
な
公
共
財
へ
の

貢
献
で
あ
る
点
を
肝
に
銘
じ
、
低
炭
素
社
会
実
行
計

画
に
基
づ
く
我
が
国
産
業
界
の
取
り
組
み
を
し
っ
か
り

国
際
交
渉
の
場
に
位
置
付
け
な
が
ら
、
国
際
協
調
の

中
で
地
球
温
暖
化
対
策
を
進
め
て
い
く
べ
き
だ
ろ
う
。

　

我
が
国
の
Ｃ
Ｎ
へ
の
取
り
組
み
に
少
し
で
も
貢
献

で
き
る
よ
う
、
日
立
東
大
ラ
ボ
は
こ
れ
ま
で
以
上
に

時
間
軸
を
念
頭
に
置
い
た
検
討
を
深
め
て
い
く
所
存

で
あ
る
。
引
き
続
き
の
ご
支
援
を
お
願
い
し
た
い
。

2020 2030 2040 2050
脱炭素導入期 脱炭素イノベーション拡大期

※EV: Electric Vehicle, FCV: Fuel Cell Vehicle ©H-UTokyo Lab. 2021. All rights reserved.

社会動向

地域社会

基幹
システム

COVID-19 新車販売で電動車100% カーボンニュートラル

生活様相変化・都市離れ ニューノーマルの定着

EV、FCV普及

非電力セクタの電化、水素のモビリティ・熱源利用・回収CO2による発電利用

EV導入

市場・費用負担設計
再エネ電源立地・増加する需要の電源付近への誘致

制御対策、基幹系統強化

変化
ドライバ

技術開発と制度のPDCA

既存設備の更新、水素/新燃料の広域流通
設備更新期間・インフラ設備を考慮

将来の電源立地検討、計画・工事期間を考慮

需給・系統整備計画

非電化部門の脱炭素化技術開発

新規エネルギー
システム構築技術

【水素・新燃料】
   制度整備・導入普及

地域エネルギーシステム構築

水素/新燃料
供給整備

電源
脱炭素化

ガソリン車
置き換え

【電化】制度整備・導入普及先行

EV本格導入に向けた
データ活用体系構築

技術開発・制度設計
建設・社会実装

図表２　2050年からのバックキャストによるイノベーション

◆Society 5.0（超スマート社会）の実現に向けたビジョン創生
◆ポストコロナへ向けた社会課題解決モデルの発信（技術開発、政策提言）

2016.6～
テーマ「まちづくり」

2016.11～
テーマ「エネルギーシステム」

【日立の強み】 高度インフラ技術の蓄積(スマートシティ事業など)、OT×IT技術
【東大の強み】 先端研究、人文知、様々な研究実証フィールド、国・自治体との政策連携

IT: Information Technology, OT: Operation Technology, QoL: Quality of Life, CPS: Cyber Physical System ©H-UTokyo Lab. 2021. All rights reserved.

ハビタット・イノベーションPJ エネルギーPJ

フォーラム・提言書共同研究・フォーラム・書籍

データ駆動型People-
centric Smart Cityの実現

ネットゼロ社会の実現へ向けた
トータルエネルギーシステムの構築

【Ph1】ビジョン国内発信
とシステム開発着手

　【Ph2】
■実装/スケーリング

　　（柏の葉、松山）
■グローバル発信

【Ph1】次世代グリッド
システム提言書

【Ph2】
■非電力含めたエネルギー
   システム全体設計
■シナリオ策定
■グローバルプレゼンス

レジリエンス

CPS/デジタル 地域創生

QoL

ニューノーマル 環境

日立製作所 東京大学
・新産業創出による経済駆動
・新たなビジネスモデルの構築

・大学の多様な学知、人材の育成･活用
・新たな学術研究の創出

◇知識集約型社会システムの実現
◇リアルタイムなデータ利活用の基盤整備

図表１　日立東大ラボの取り組み全体像 Phase1：2016～2019
Phase2：2020～2022
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